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今年度の団体交渉は、2月20日までに４回おこなわれ、合意できない問題や保留された問題を残して、懸案の課題を解決しました。

また、三者連絡会からの申し入れについては、すでに前号（12月6日）でご報告した通りですが、「米軍機上空飛行に関する申し入れ」と「慰霊の日（6月23日）を休日とすることについて」は、2月22日（金）に各労組の代表4名が学長に直接申し入れをおこないました。
特に昨年8月10日付の『琉球新報』で報じられた普天間飛行場ヘリ離着陸訓練の新たな飛行経路として「琉大上空」に見直しされるとの報道について、大学としてその真偽を問い質した結果、それは「報道の誤り」であり、「そのような変更はない」という沖縄防衛局の回答に対し、あらためて米軍機が日常的に琉球大学の上空に飛来し、爆音を響き渡らせる現状を確認し、大学として学問・研究の環境と安全を確保することの重要性を訴え、これについて学長は、「先ずはきちんと現況の把握に努め、それをもって所定の機関へ申し入れをする」との回答でした。次に「慰霊の日（6月23日）を休日とすることについて」は、「沖縄にとってこの日が特別な意味をもつ日であることは十分承知している」としながらも、「附属病院の運営の問題等があり、これについて簡単に結論を出すことはできないが、引き続き検討していきたい」との回答でした。
そして最後に、時局を鑑み、続発する米軍人による暴行事件について、三者連絡会として関係機関に強く抗議すること（裏面参照）を伝え、申し入れを終了しました。
過半数代表者の選出について
今回の団体交渉において、過半数代表者の選出に関する規則の一部改正について合意しました。

具体的には「教職員の選挙権及び被選挙権」についてで、これまで「選挙告示日に事業所に勤務する教職員」を対象としていましたが、これを「投票の日に在職しない者」は被選挙権を有しないと改正し、より実態に即した規則とすることが提案され、合意されました。
尚、前号でご報告しました「過半数代表者の任期について」や「過半数代表者の選出選挙について」の規則改正は、これまでに選出の負担軽減を考え、出来る限り年に1回の選出を大学当局との間で確認してきたこと、また選出選挙を2度しかおこなっていない段階での変更は、時期尚早である旨を伝え、これについては合意できませんでした。

三者連絡会は、今回の「過半数代表者の選出」に係る提案を受け、法人化した琉球大学において、労働基準法及びその関係法令に基づき、労使協定の締結に当たる過半数代表者の任務の重要性を、組合員はもとより全教職員に周知する必要性を確認しました。

すでに中央選挙管理委員会より公示第一号が以下のように出されています。

【立候補の届け出受付期間】
2月25日（月）9時 ～ 3月7日（金）17時
【届け出方法】
「立候補届出」に記載し、中央選挙管理委員会（総務部人事課受付）に届け出る。
【選出投票】
投票期間：3月14日（金）～18日（火）

投票場所：各部局選挙管理委員会が設置する場所

全教職員の皆さんに関わる投票です!!

皆さんの積極的な投票をお願い致します。
団体交渉の経緯

今回の団体交渉で、合意された就業規則の変更等は以下の通りです。尚、これについての説明会及び意見聴取が以下の日程でおこなわれます。参加を希望される方は、3月4日（火）までに総務部人事課（内線８０２１／jnhosa@to.jim.u-ryukyu.ac.jp）までご連絡ください。
また、変更予定の就業規則について、ご意見等がございましたら、3月19日までに、同じく総務部人事課担当者までお知らせください。
1． 日時　3月6日（木）16：00～
2． 場所　大学本部４階　第一会議室

団体交渉で合意された主たる改正規則等

1． 職員就業規則
1 附属学校に副校長及び主幹教諭を置く

2． 職員給与規程

1 国家公務員給与法の改正に準じ所要の改正を行う

2 指定職の適用範囲を見直す

3 管理職手当の支給範囲を見直す

3． 職員の労働時間等に関する規程

1 遺伝子実験センターの分子生命科学研究センターへの名称変更に伴う改正
2 機器分析センター設置に伴う改正

4． 大学教員の任期に関する規程

1 遺伝子実験センターの分子生命科学研究センターへの名称変更に伴う改正

2 農学部に任期付助教を置く

5． 非常勤職員就業規則
1 非常勤職員の休日を個別に定める

6． 非常勤職員給与規程

1 国家公務員給与法の改正に準じ所要の改正を行う

2 医員のパートタイムでの雇用を可能とするため時間給を定める

7． 非常勤職員の労働時間等に関する規程

1 非常勤職員の休日を個別に定める

8． 過半数代表者との協定

1 時間外労働及び休日労働に関する労使協定書
2 ４週間単位の変形労働時間制に関する協定書

3 １か月単位の変形労働時間制に関する協定書

4 １年単位の変形労働時間制に関する協定書（附属校）
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三者連絡会では、以下のように声明を挙げ、日米両政府および関係機関に厳しく抗議します。
米軍人による暴行事件にたいし

厳しく抗議する

今月、米兵による少女暴行事件、住居不法侵入事件、フィリピン女性暴行事件と立て続けに、忌まわしい犯罪が繰り返された。

　米軍司令官による綱紀粛正の掛け声もむなしく、軍人による犯罪行為は、止むところを知らない。沖縄では、復帰以前はもちろん、復帰以後も米兵による犯罪は無くなっておらず、沖縄における海兵隊の犯罪率は、米本国内の4倍にも達するとするデータもある。また、1952年から2004年までに米軍人による犯罪が、20万件を超えたというデータもある。これには復帰前の沖縄での数字が加えられていない。さらに、在日米軍人の犯罪数は、2001年には、1995年の年間発生数を上回り、この5年間で、2.5倍にもなったのである。

　1995年の少女暴行事件をきっかけとする、沖縄からの抗議の声は、アメリカ政府および日本政府によって真摯に受け止められることなく、米軍基地の再編が進められようとしている。2003年以降は、イラク戦争へと突入したために、米兵のモラルは低下し続けている。銃犯罪、薬物犯罪も増加しており、いまや米軍基地は、あらゆる犯罪の温床になった感すらある。

　私たち、琉球大学教授職員会・沖縄国家公務員琉大労組・琉大附属病院労組「三者連絡会」は、今回の事件に関して、米国政府へ厳重に抗議するとともに、日米両政府にたいして、沖縄における米軍基地の縮小と地位協定の見直しを求め、二度とこのような痛ましい事件が起こらない平和な沖縄を取り戻すことを強く要求する。

2008年2月29日

琉球大学教授職員会
会長　上里賢一

沖縄国家公務員労働組合

琉大労組執行委員長　石川敏文
琉球大学附属病院労働組合

執行委員長　島崎順之
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